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救急搬送困難事案 発⽣件数の推移
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救急搬送困難事案数(件) うちコロナ疑い事案数(件) 令和元年度（コロナ前）同期⽐(%)
R2年度 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉R3年度 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉R4年度 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉

※１ 本調査における「救急搬送困難事案」とは、救急隊による「医療機関への受⼊れ照会回
数４回以上」かつ「現場滞在時間30分以上」の事案として、各消防本部から総務省消防庁
あて報告のあったもの。なお、これらのうち、医療機関への搬送ができなかった事案はない。

※２ 調査対象本部＝政令市消防本部・東京消防庁及び各都道府県の代表消防本部 計52本部
※３ コロナ疑い事案＝新型コロナウイルス感染症疑いの症状（体温37度以上の発熱、呼吸困

難等）を認めた傷病者に係る事案

※４ 医療機関の受け⼊れ体制確保に向け、厚⽣労働省及び都道府県等と状況を共有。
※５ この数値は速報値である。
※６ 本調査には保健所等により医療機関への受⼊れ照会が⾏われたものは含まれない。

救急搬送困難事案（※１）については、消防庁において、令和２年４月から、毎週全国の主な消防本部（※２）における

発生状況を集計し、公表している。

８月第２週の６，７４７件をピークに減少傾向であったが、１１月第１週以降、４週連続で増加している。



（参考）R２年中の東京消防庁管内の救急出動件数：約７２万件

救急搬送のひっ迫回避（救急⾞の適時・適切な利⽤）に向けた取組み①
(1)♯7119の導入・拡充

○ 住民が急な病気やけがをしたときの相談
窓口として、専門家から電話でアドバイスを
受けることができる仕組み

○ 電話相談窓口では、相談を通じて病気や
けがの症状を把握した上で、救急相談、適
切な医療機関の案内を実施

○ 都道府県・市町村が実施している事業

※現在、全国19地域で実施
（人口カバー率は47.5%（5,997万人））注

○ 新型コロナと季節性インフルの同時流行に備えて、♯7119の導入・拡充等に向けた早急な検討を各都道府
県・市町村に要請（令和４年10月 消防庁次長通知）

○ 厚生労働省作成のリーフレットにおいて、発熱等の体調不良時の相談窓口として、新型コロナの受診・相談セ
ンターとともに、 ♯7119や救急車利用マニュアル等を記載し、広く周知

注：♯7119に類似する事業を合わせると、全国25地域で実施（人口カバー率は58.5％）

【実施地域における取組実績】
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医師・看護師・相談員が相談に対応

・病気やけがの症状を把握

・緊急性、応急手当の方法、受診手段、

適切な医療機関などについて助言

相談内容に緊急性があった場合、

直ちに救急車を出動させる体制を構築

原則、２４時間３６５日体制

♯7119（救急安心センター事業）

○東京都（H19年6月1日より運用開始）

○大阪府（H21年10月1日より大阪市内、H22年12月1日より大阪府内全域で運用開始）

（「東京消防庁令和３年救急活動の現況」より抜粋）

計

内 訳

救急相談
医療機関
案内救急要請

しなかったもの

救急要請
したもの

小 計

R２年 約36万件 約19万件 約３万件 約22万件 約14万件

R３年 約36万件 約20万件 約４万件 約24万件 約12万件

（「令和３年救急安心センターおおさか年報」より抜粋）

（参考）R２年中の大阪府内の救急出動件数：約５５万件

計

内 訳

救急相談
医療機関
案内救急要請

しなかったもの

救急要請
したもの

小 計

R２年 約22万件 約11万件 約0.8万件 約12万件 約10万件

R３年 約23万件 約12万件 約0.9万件 約13万件 約10万件



救急搬送のひっ迫回避（救急⾞の適時・適切な利⽤）に向けた取組み②
(2) 救急車利用マニュアル（消防庁作成）の周知

○ 「ためらわず救急車を呼んで欲しい症状」等を分かりやすく示した「救急車利用マニュアル」を周知
○ 新型コロナ対策として、発熱等の症状がある場合は、受診・相談センター等の相談窓口に相談するほか、
１１９番通報に迷った場合には、救急相談窓口（♯７１１９）に相談することを促している

https://www.fdma.go.jp/publication/portal/items/portal002_japanese.pdf
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